
自 然 公 園 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 案 に 対 す る 意 見 の 募 集

（ パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト ） の 結 果 に つ い て  

 

１．意見募集の概要  

「自然公園法施行規則の一部を改正する環境省令（案）の概要」につい

て、以下のとおりパブリックコメントを実施した。  

 

 ○募集期間  

   平成 27 年２月 27 日（金）～３月 28 日（土）までの 30 日間  

 

 ○意見提出方法  

   郵送、ファックス又は電子メール  

 

２．意見募集の結果  

 （１）意見提出者数  

 

意見提出方法                数         

郵送                        ０通        

ファックス                 ０通        

電子メール                 ３通        

計                          ３通        

 

 （２）整理した意見の総数     １５件  

 

３．意見等の概要と意見に対する考え方について  

  別紙のとおり  

 

 

 



別紙：意見等の概要と意見に対する考え方について  

 

該当箇所  意見の概要  考え方  件数  

１  全般  

 

 

 

 

 

 

 

法 律 違 反 が 発 生 し た 場 所 で

の行為については、違反状態が

是 正 さ れ る こ と が 前 提 で あ る

旨を規定すべき。  

法律違反が発生し、風致景観の

保 護 の た め 原 状 回 復 が 必 要 な 場

合には、適切な処分または指導を

行うこととなっています。申請に

対 す る 審 査 の 基 準 と し て 定 め る

内容ではないと考えますが、今後

の 制 度 運 用 の 参 考 と さ せ て い た

だきます。  

１  

２  2 . ( 5 )  

 

 

 

 

 

土地の形状変更については、

「最小限」という表現ではなく

「不可」とすべきではないか。

「最小限」とする場合は、その

細部解釈が必要である。  

工 作 物 の 設 置 に 付 随 し て 行 わ

れ る 必 要 最 小 限 の 土 地 の 形 状 変

更を一切不可とすることは、不合

理 な 場 合 も あ る と 考 え ら れ る こ

とから、「最小限」という表現が

適切と考えています。また、様々

な 現 況 の 土 地 に 一 律 に 最 小 限 の

基 準 を 定 め る こ と は 合 理 的 で な

いと考えております。  

１  

３  2 . ( 3 ) ニ  「自然草地等内」の範囲を細

部 解 釈 な ど で 明 記 す べ き で あ

る。  

「自然草地等」は、自然公園法

施 行 規 則 第 11条 第 ４ 項 第 ８ 号 の

規定のとおり、自然草地、低木林

地、採草放牧地又は高木の生育が

困難な場所を指しています。  

１  

４  2 . ( 3 ) ホ  「僅少」の程度について細部

解釈などで明記すべきである。 

「僅少」の程度については、行

為 地 の 植 生 の 状 況 等 に よ り 個 別

に 判 断 す る こ と が 適 当 で あ る と

考えております。  

１  

５  2 . ( 3 )  (1) か ら (7)の 項 目 を 全 て 満

た せ ば 営 利 目 的 と し た も の で

も 許 可 が 出 来 る よ う に 理 解 さ

れる。自然公園は先人から長く

守られてきた財産であり、一時

的 な エ ネ ル ギ ー 政 策 で 半 永 久

的 に 景 観 が 失 わ れ る の は 大 き

な問題がある。公益性のあるも

の を 2,000㎡ に 限 定 す る の で あ

れば、営利を目的とした太陽光

本 案 は 、 目 的 に 拘 わ ら ず 、 (1)

か ら (7)ま で の 項 目 を 全 て 満 た す

ことを原則とし、公益的なもの等

に 限 り 、 2,000㎡ 以 下 の も の で あ

れば、(1)から (7)の基準の一部を

緩 和 で き る と い う 規 定 に な っ て

いるものです。  

１  



発 電 に つ い て も 当 然 2000㎡ ま

でに限定すべきである。  

６  2 . ( 1 )  「 周 辺 の 景 観 と 不 調 和 で な

いこと」とあるが、面的に事業

規 模 で 設 置 さ れ る ソ ー ラ ー パ

ネルにおいては、例え第３種特

別 地 域 等 で 既 に 開 発 が あ る 程

度進んだ地域（農村集落周辺）

であったとしても、調和してい

る 風 景 は 存 在 し な い の で は な

いか。  

営 利 を 目 的 と し た 太 陽 光 発

電については、面積を抑制し、

少 な く と も 低 反 射 タ イ プ の パ

ネ ル の 採 用 を 必 須 と す べ き で

はないか。  

今 後 の 施 策 検 討 の 参 考 と さ せ

ていただきます。  

 １  

７  2 . ( 3 )

ロ 、 ハ  

敷 地 境 界 や 道 路 か ら 5m以 上

離すこととしているが、景観に

対する負荷を低減させるため、

た だ 離 す だ け で な く 緑 地 帯 と

すべきではないか。また、建築

物 と 同 様 に 設 置 面 積 を 敷 地 の

最 大 20％ ま で と す る 規 制 を 設

けるべきではないか。かつての

工 場 立 地 法 で は 25％ の 緑 地 率

が求められていたが、自然公園

に お い て も 普 通 地 域 で あ っ た

と し て も 、 25%以 上 は 植 栽 等に

よ り 緑 地 と す る べ き で は な い

か （ で き れ ば 特 別 地 域 で は 50%

程度は緑地とするべき）。緑地

を 設 け る こ と に よ り 周 辺 と の

景 観 の 調 和 に も か な り の 効 果

が期待できる。  

今 回 の 改 正 に よ る 審 査 基 準 に

おいては、学術研究や地域住民の

日常生活のためのもの等を除き、

自 然 草 地 等 に お け る 設 置 を 認 め

ないほか、支障木の伐採について

は 僅 少 な も の し か 認 め な い こ と

とするなど、自然度の高い場所に

つ い て は 太 陽 光 発 電 施 設 の 設 置

が制限されます。その上で、ある

程 度 既 に 改 変 さ れ た 土 地 に お け

る 行 為 に つ い て 定 め た も の で あ

り、各号の基準を満たすことによ

り 風 致 景 観 上 の 支 障 は 抑 え ら れ

ると考えています。  

 １  

８  2 . ( 3 ) ニ  自 然 草 地 と は ど の よ う な 土

地を定義しているのか。耕作放

棄地、またはかつて人の手によ

り開発されたが、その後管理さ

れておらず、雑草が生い茂る土

自然草地とは、原則、人の手が

入 ら な い 状 態 で 草 地 環 境 が 維 持

されているものを指しますが、「

自然草地等」は、自然草地、低木

林地、採草放牧地又は高木の生育

 １  



地も自然草地に含まれるのか。 

また、特別地域内では指定植

物がない限り、草刈り行為につ

い て は 許 可 申 請 の 対 象 行 為 で

はないが、行為者が太陽光パネ

ル 設 置 予 定 地 を 予 め 草 刈 り を

した後に許可申請をすれば、そ

の 時 点 で は 草 地 で は な く な る

ため、許可が可能となるのか。 

 

が困難な場所を指しており、本基

準 の 対 象 に は 人 の 手 に よ り 草 地

環 境 が 維 持 さ れ て い る も の も 含

みます。  

指 定 植 物 以 外 の 草 本 類 を 刈 り

は ら う 行 為 に つ い て は 申 請 を 必

要 と し な い の は ご 指 摘 の と お り

ですが、一時的に当該地が草刈り

された状態であったとしても、自

然草地等と同等とみなされます。 

９  2 . ( 3 ) ホ  支 障 木 が 僅 少 で あ る こ と と

あるが、僅少とは具体的にどの

程度の数値か。本数なのか、あ

る い は 全 体 面 積 に 対 す る 伐 採

割 合 な の か 明 確 に す る べ き で

ある。たとえ植生が貧弱であっ

たとしても、現況が山林と見な

さ れ る 土 地 で は 設 置 で き な い

と判断されるのか。  

また、第３種特別地域におい

ては、木の伐採は許可申請をす

れ ば 通 常 は 許 可 さ れ る こ と に

なるが、事前に木の伐採のみを

単独で許可申請を行い、伐採後

に 別 の 法 人 等 に そ の 土 地 を 売

却し、その別法人から太陽光パ

ネ ル の 設 置 許 可 申 請 さ れ た 場

合 は 許 可 さ れ て し ま う こ と に

なるのか。  

僅 少 に つ い て は 具 体 的 な 数 字

の定めはなく、行為地の植生の状

況 等 に よ り 判 断 さ れ る こ と と な

ります。ご意見にあるように、現

況 が 山 林 と み な さ れ る 土 地 で は

支 障 木 が 僅 少 で な い 限 り 設 置 で

き な い こ と に な る も の と 考 え て

います。  

木竹の伐採申請は、伐採跡地の

取 扱 に つ い て 申 請 書 に 記 載 す る

こととなっており、当該申請地で

太 陽 光 発 電 施 設 の 設 置 計 画 が あ

る場合には、合わせて審査される

こととなります。  

 １  

10 2 . ( 4 )  撤去計画について、撤去され

る の は 大 抵 20年 以 降 の こ と に

なり、実際に計画どおりに撤去

されるか疑問である。また今後

の 経 済 情 勢 の 変 化 等 に よ り 設

置 し た 法 人 等 が 倒 産 や 廃 業 す

ることにより、管理されない太

陽 光 発 電 施 設 が 廃 墟 の よ う に

自 然 公 園 内 に 残 置 さ れ る 懸 念

がある。許可される際に廃止時

施 設 の 撤 去 に つ い て は 許 可 条

件 に よ り 担 保 す る 必 要 が あ る と

考えております。条件に違反すれ

ば、原状回復命令等の対象となり

、命令は当該物件について権利を

承 継 し た 者 に 対 し て も 課 す こ と

が可能となっています。  

 

 １  



の 撤 去 を 許 可 条 件 と し て 付 加

したとしても、行為者が倒産し

てしまえば効力がない。  

国立公園内においても、かつ

て 公 園 事 業 と し て 建 設 さ れ た

ホテルが廃業し、取り壊されな

いまま廃墟となり、景観に悪影

響を与えている事例もある。そ

のようなリスクを想定し、設置

面 積 に つ い て は 2,000㎡ 以 下 程

度が妥当だと考えられる。  

11 2 . ( 5 )  土地の形状変更について、最

小 限 の 規 模 と は ど の 程 度 の 数

値となるのか。造成を行う高さ

なのか、全体面積に対する割合

なのか、あるいは設置を行うた

め の 搬 入 用 の 工 事 用 道 路 の た

め の 造 成 だ け で あ れ ば 認 め ら

れるのか、明確にするべきであ

る 。 （ 申  請 が 行わ れる 個 別の

事 案 ご と に 行 政 の 担 当 者 が 主

観的に判断するのでは、国や各

都道府県で判断が異なり、法の

下の平等を欠く恐れがある。）

ま  た 、 土地 の 形状 変更 の 許可

基準では、「集団的に工作物を

設 置 す る 目 的 で の 敷 地 の 造 成

すること」は、不許可行為であ

り 、 (5)の基 準 と は 矛 盾 し て い  

ると感じる。  

前記２のとおり。  

 

 

 

 １  

12 2 . 全 般  広 大 な 土 地 を 所 有 す る 事 業

者が、土地を複数に分筆の上売

却し、それぞれの土地を購入し

た 別 々 の 事 業 者 が 太 陽 光 発 電

施 設 の 設 置 許 可 を 申 請 し た 場

合は、別々の敷地と見なされる

ため、許可されるのか。それぞ

れ の 規 模 が 小 規 模 で あ っ た と

しても、結果としては巨大なメ

今 回 の 改 正 に よ る 審 査 基 準 に お

いては、学術研究や地域住民の日

常生活のためのもの等を除き、自

然 草 地 等 に お け る 設 置 を 認 め な

いほか、支障木の伐採については

僅 少 な も の し か 認 め な い こ と と

するなど、自然度の高い場所につ

い て は 太 陽 光 発 電 施 設 の 設 置 が

制限されます。その上で、ある程

 １  



ガ ソ ー ラ ー 施 設 と な っ て し ま

う懸念がある。  

度 既 に 改 変 さ れ た 土 地 に お け る

行為について定めたものであり、

各 号 の 基 準 を 満 た す こ と に よ り

風 致 景 観 上 の 支 障 は 抑 え ら れ る

と考えています。  

13 4 . 全 般  特 別 地 域 に お い て 既 に 申 請

されたものについては、経過措

置があるとのことだが、生物多

様性の保護のためには、現行の

基準であったとしても、現況が

山林（低木林地含む）、自然草

地、採草放牧地等の良好な自然

環 境 が 残 っ て い る 土 地 で は 許

可 さ れ な い 、 と 判 断 さ れ る の

か。  

新たな基準であり、一定の経過

措置期間は必要と考えています。 

なお、従前の規定においても、

規 則 第 11条 第 13項 各 号 の 規 定 等

に よ り 風 致 景 観 上 の 影 響 を 判 断

しております。  

 

 

 １  

14 4 . 全 般  普通地域については、届出を

行 え ば 無 制 限 に 太 陽 光 パ ネ ル

を 設 置 す る こ と が 可 能 と な る

のか。普通地域は特別地域より

風致景観の重要性は低いが、特

別 地 域 の 緩 衝 地 帯 と し て の 重

要 な 役 割 が あ る 。 1ha以 上 の も

のについては、届出をしたとし

ても 行 為を 中 止  で きる よ うに

するべきではないか。  

普 通 地 域 に お け る 届 出 に か か

る行為については、届出後30日を

経 過 し た 後 で な け れ ば 着 手 が で

きないこととなっており、また、

環 境 大 臣 又 は 都 道 府 県 知 事 は 風

景 を 保 護 す る た め に 必 要 な 限 度

において、中止を含む措置を命じ

ることができます。  

 １  

15 全 般  太 陽 光 発 電 は 設 備 投 資 の 金

額も大きく、また利益の大きい

事業である。利益が得られるの

であれば、法違反をしても無許

可 で 設 置 す る 事 業 者 が 現 れ る

危険性がある。現在の法律では

無許可行為については、50万円

以下の罰金、または６ヶ月以下

の懲役とのことだが、罰則につ

い て は も っ と 重 く す べ き で は

ないか。  

罰 則 の 金 額 に つ い て は 法 律 で

定められているものであり、今回

の 意 見 募 集 の 対 象 外 と な り ま す

が、今後の施策検討の参考とさせ

ていただきます。  

 １  

 


